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１ 内政 

（１）新型コロナウイルス感染症（COVID-19）関連 

ア アスンシオン市、セントラル県及びアルト・パラナ県を除く地域において、

外出制限解除措置の第４段階を実施。アスンシオン市、セントラル県及びアル

ト・パラナ県においては、外出可能な時間帯を原則として午前５時～20時に限

定する、アルコール飲料の販売可能時間を制限するなど、より厳しい外出制限

措置を実施。 

イ 14日、パラグアイ・ウルグアイ間のバブルフライトが運行を開始。 

ウ 21日、パラグアイ・ブラジル国境の段階的な開放に関する衛生規則が承認

された。 

 

（２）ベルトーニ農牧大臣の就任 

 １日、グアイラ県知事時代の不正疑惑を受け辞任したフリードマン前農牧大

臣の後任として、モイセス・ベルトーニ農牧大臣を任命する旨の大統領令が公

布され、宣誓式が大統領府で実施された。宣誓式においてベルトーニ大臣は、

生産力の強化を優先事項に掲げた。同大臣は、1987年に農牧省に入省し、2019

年３月からは農業担当副大臣を務めていた。アブド・ベニテス政権発足後、３

人目の農牧大臣となる。 

 

（３）パラグアイ人民解放軍（EPP）銃撃事件の発生 

 ２日、コンセプシオン県において、パラグアイ人民解放軍（EPP）と共同捜査

部隊（FTC）との間で銃撃戦が発生した。銃撃戦により、女児２名が死亡した。

パラグアイ政府は、EPPが児童を犯罪行為に利用したと非難した。アブド・ベニ

テス大統領は、暴力ではなく寛容と対話により問題は解決されなければならな

いと述べ、また、大統領として秩序と法を守っていくと表明した。 

  

（４）オスカル・デニス元副大統領誘拐事件の発生 

 ８日、コンセプシオン県において、オスカル・デニス元副大統領及び副大統

領が経営する牧場の従業員１名が誘拐された。11日、アブド・ベニテス大統領

は、誘拐事件発生現場の視察及び被害者家族と面談し、被害者救出のため全力

を尽くすと述べた。また、大統領は、事件解決のためコロンビア政府及びブラ

ジル政府に協力を要請したことを明らかにした。14日、デニス元副大統領とと

もに誘拐された牧場従業員が解放された。 

 

２ 外交 

（１）パラグアイ・ウルグアイ外相テレビ会合の実施 

 ４日、リバス外務大臣は、ブスティージョ・ウルグアイ外務大臣と外相ビデ



オ会合を実施した。同会合では、二国間関係、新型コロナウイルス、政策協議

の実施、経済関係及びウルグアイからの投資等について協議された。 

 

（２）アラブ首長国連邦からのCOVID-19対策物資供与 

 ９日、アラブ首長国連邦からパラグアイに対し、新型コロナウイルスのパン

デミックに対応するための協力として、人工呼吸器30台、防護服6000着、防護

メガネ7200個、防護用白衣12000着、フェイスガード1300個、検査キット11万2500

個及びマスク18万枚が供与された。 

 

（３）米国との開発協力協定への署名 

 15日、リバス外相は、マクレニー米国大使との間で、開発協力協定に署名し

たことを発表した。同協定に基づき、今後５年間で4440万米ドルの協力が行わ

れ、USAIDを通じ、法の支配の強化、公共政策に対する市民コントロールの改善、

地方コミュニティ開発に対する支援が行われる。 

 

（４）第２回日パラグアイ政策協議の開催 

 17日（日本時間18日）、林外務省中南米局長とフェリップ・パラグアイ外務

省二国間政策局長との間で、第２回日パラグアイ政策協議がテレビ会議形式で

開催された。今般の会合では、両国の新型コロナウイルス対策、2019年に外交

関係樹立100周年を迎えた両国の友好関係を基礎とした二国間関係及び中南米

情勢等について意見交換を行った。 

 

（５）EUによる社会保障制度及び教育改善に対する支援 

 22日、パラグアイとEUの間で、社会保障制度の実施及び教育改善に関する協

定が署名された。社会保障及び教育における実施面の改善、組織強化を目的と

し、今後４年間で、社会保障制度に対し4800万ユーロ、教育に対し3800万ユー

ロの無償資金協力が行われる。アブド・ベニテス大統領は、EUからの新たな支

援に対し謝意を表明した。 

 

（６）国連総会における大統領のビデオ演説 

 23日、アブド・ベニテス大統領は第75回国連総会においてビデオ演説を行っ

た。大統領は、新型コロナウイルスは、保健衛生上の危機のみならず、経済面

の危機ももたらしており、国際金融機関は経済活性化のための戦略を練り直す

べきであると述べた。また、平和の追求、人権保障、核不拡散、環境保護、気

候変動、原則及び規則に基づく国際貿易といった世界共通の課題への効果的な

対応には、多国間主義の深化が必要と述べた。さらに、普遍性という国連の性

質に照らし、台湾の国連システムへの参加を支持すると表明した。 

 

３ 要人往来 なし 

 


